
株式会社　新潟国際貿易ターミナル

貸　借　対　照　表 

（単位：千円）

【 流 動 資 産 】 【 763,357 】 【 【 139,497 】

601,969 121,229

64,232 5,231

80,100 1,263

13,894 11,773

577

382

102 　

1,973

124

【 【 11,448 】

5,000

3,570

2,877

【 固 定 資 産 】 【 895,118 】 　

（有形固定資産） ( 831,382 )

建 物 344,629

構 築 物 190,783

機 械 装 置 61,997

車 両 運 搬 具 206,067 1 株主資本

工具器具備品 27,906 【 【 1,636,800 】

（無形固定資産） ( 7,097 ) 【 【 △ 128,366 】

0 △ 128,366

7,097 △ 128,366

（投資その他の資産） ( 56,638 ) 1,508,433

56,157 2 評価・換算差額等

113 【 】 【 △ 903 】

367 △ 903

1,507,530

1,658,476 1,658,476

固 定 負 債 】

資 本 金 】

利 益 剰 余 金 】

そ の 他 利 益 剰 余 金

繰 越 利 益 剰 余 金

役員退職慰労引当金

ソ フ ト ウ ェ ア

差 入 保 証 金

長 期 前 払 費 用

電 話 加 入 権

投 資 有 価 証 券

純 資 産 の 部 合 計

資 産 の 部 合 計 負債及び純資産の部合計

株 主 資 本 合 計

その他有価証券評価
差 額 金

評価・換算差額等合計

150,945

純　資　産　の　部

科　　目 金　　額

貯 蔵 品

前 払 費 用

負債の部合計

立 替 金

預 り 保 証 金

金　　額

資 産 除 去 債 務

流 動 負 債 】

令和２年３月３１日現在

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

有 価 証 券

未 収 入 金

未 収 消 費 税 等

未 収 収 益

資　産　の　部 負　債　の　部

科　　目

未 払 金

前 受 金

預 り 金

未 払 法 人 税 等



株式会社　新潟国際貿易ターミナル

損　益　計　算　書
自　平成３１年４月　１日
至　令和　２年３月３１日

（単位：千円）

【売 上 高 】 755,466

【売 上 原 価 】 651,703

103,762

【 91,547

12,215

【営業外収益 】

受取利息 689

その他 573 1,263

【営業外費用 】

有価証券償還損 16

13,461

【特 別 利 益 】

固定資産売却益 30,099

【特 別 損 失 】

固定資産除却損 675

減損損失 404 1,080

42,481

7,177

35,304

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 及 び 住 民 税

当 期 純 利 益

経 常 利 益

科　　　　　　目 金　　　額

売 上 総 利 益

販売費及び一般管理費】

営 業 利 益



株式会社　新潟国際貿易ターミナル

株主資本等変動計算書
自　平成３１年４月　１日
至　令和　２年３月３１日

（単位：千円）
評価・換
算差額等

積立金 繰越利益剰余金

当 期 首 残 高 1,636,800 - - - - - △ 163,670 △ 163,670 - 1,473,129 83 1,473,213

当 期 変 動 額 - - - - - - - - - - - -

新 株 の 発 行 - - - - - - - - - - - -

剰余金の配
当

- - - - - - - - - - - -

当 期 純 利 益 - - - - - - 35,304 35,304 - 35,304 - 35,304

自 己 株 式
の 処 分

- - - - - - - - - - - -

株 主 資 本 以
外 の 項 目 の
当 期 変 動 額

- - - - - - - - - - △ 986 △ 986

当 期 変 動 額
合 計

- - - - - - 35,304 35,304 - 35,304 △ 986 34,317

当 期 末 残 高 1,636,800 - - - - - △ 128,366 △ 128,366 - 1,508,433 △ 903 1,507,530

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株
式

株主資本合
計

その他の
有価証券
評価差額

金
資本

準備金

その他
資本剰
余金

資本剰
余金合

計

利益
準備金

その他利益剰余金 利益剰余金
合計

項　　目

株　　主　　資　　本



個  別  注  記  表 

 

１．重要な会計方針 
  （１）資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券の評価基準及び評価方法 
満期保有目的債券 ………… 償却原価法（定額法） 
その他有価証券 …………… 時価のあるもの 

…期末日の市場価格等に基づく時価法（評

価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定） 
…………… 時価のないもの 

…移動平均法による原価法 
②棚卸資産の評価基準及び評価方法 

貯蔵品 ……………………… 最終仕入原価法 
（２）固定資産の減価償却の方法 

①有形固定資産（リース資産を除く）……………… 
        法人税法の規定に基づく定額法 

なお、一部の建物については会社所定の耐用 
年数 

②無形固定資産（リース資産を除く）……………… 
         自社利用のソフトウエアについては、社内にお 

ける利用可能期間(5 年)に基づく定額法 
    ③リース資産 …………………  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす 

る定額法 
なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引 
のうち、リース取引開始日が平成 20 年 3 月 31 
日以前のリース取引については、通常の賃貸借 
取引に係る方法に準じた会計処理 

（３）引当金の計上基準 
①貸倒引当金 ………………  債権の貸倒れによる損失に備えて一般債権につ 

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特 
定の債権については個別に回収可能性を検討 
し、回収不能見込額を計上する。なお、当期 
における計上額はない。 

②賞与引当金 ………………  従業員に対する賞与の支給見込額のうち当期の 
負担額を計上する。なお、当期における計上 
額はない。 

③退職給付引当金 …………  従業員の退職給付に備えるため、当期末にお 
ける退職給付債務の見込額に基づき、当期末 
において発生していると認められる額を計上 



する。なお、退職給付引当金は、退職給付に 
係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給 
付に係る期末自己都合退職要支給額を退職給 
付債務とする方法を用いた簡便法を採用して 
いる。ただし、当期における計上額はない。 

 
④役員退職慰労引当金 ……  役員退職慰労金の支給に備えて規程に基づく期 

末要支給額を計上している。 
 

（４）消費税等の会計処理 ……  消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式 
 
２．誤謬の訂正に関する注記      

特別損失中の減損損失…… 過年度の電話加入権の減損であり、備忘価格ま    
で減損しております。   

 
３．貸借対照表の注記 

（１）有形固定資産の減価償却累計額   １，５７３，５４０千円 
（２）国庫補助金等の圧縮記帳額        ９２，６１９千円 

 
４．損益計算書の注記 
  関係会社の該当はない。 
 
５．株主資本等変動計算書に関する注記 
 当事業年度末における発行済株式の種類及び株式数 
    普通株式                 ３２，７３６株 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

６．税効果会計に関する注記 
  （１）繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳 

繰延税金資産  （単位：千円）  

 役員退職慰労引当金  ８７６  

 退職給付引当金    －  

 未払事業税   ２，０２６  

 賞与引当金   －  

 有価証券評価損   ２７５  

 資産除去債務    ５９９  

 繰越欠損金    ２８，０８７  

 減損損失    ６，６４２  

 その他    －  

 繰延税金資産小計   ３８，５０７  

税務上の繰越欠損評価性引当額   △２８，０８７  

将来減算一時差異評価引当額   △１０，４２０  

 繰延税金資産合計   －  

繰延税金負債   －  

   
（注）１．税務上の繰越欠損金及びその繰延税金資産の繰越期限別の金額      （千円） 
 1 年以内 1 年超 2

年以内 
2 年超 3
年以内 

3 年超 4
年以内 

4 年超 5
年以内 

5 年超 合計 
 

税務上の繰越

欠損金(a) 0 0 0 0 8,420 19,666 28,087 
評価性引当額 0 0 0 0 △8,420 △19,666 △28,087 
繰延税金資産 － － － － － － － 

(a)税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。 
  
 （２）繰延税金資産の回収可能性 
    将来の一時的差異等加減算前課税所得が安定的に生じることが見込めないため、   

当期の繰延税金資産に対し、全額引当額を設定しております。 
 
７．リースにより使用する固定資産に関する注記 
  貸借対照表に計上した固定資産のほか、事務機器の一部については、所有権移転外 

ファイナンス・リース契約により使用している。 
 
８．金融商品に関する注記 

（１）金融商品の状況に関する事項 

    資金運用については、安全性を重視し、預金及び信用格付けの高い債券を中心に

運用している。 



 

９．金融商品に関する注記 

  （１）金融商品の状況に関する事項 

    資金運用については、安全性を重視し、預金及び信用格付けの高い債券を中心に

運用している。 

売掛金に係る顧客の信用リスクは、その信用状況を個別に把握している。 

 

（２）金融商品の時価等に関する事項 

令和２年３月３１日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこ 

れらの差額については、次のとおりである。 

 

（注）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項 

1.（1）現金及び預金、並びに（2）売掛金は短期間で決済されるため、時価は帳簿

価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額による。 

2.（3）有価証券、(4)投資有価証券は、市場価格のあるものは市場価格による。 

3.（5）未払金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、

当該帳簿価額による。 

 

１０．賃貸等不動産に関する注記 

（１）賃貸等不動産の状況に関する事項 

     新潟市北区において定温庫、ＣＦＳ、見附市においてインランド・デポ施設を有 

している。 

（２）賃貸等不動産の時価等に関する事項 

 （単位：千円）

貸借対照表計上額 時価 

２９６，７２１ ２９６，７２１ 

  （注） 

1.貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除

した金額である。 

 

  （単位：千円）

  貸借対照表計上額（*） 時価（*） 差額 

（1）現金及び預金 ６０１，９６９ ６０１，９６９ ― 

（2）売掛金 ６４，２３２ ６４，２３２ ― 

（3) 有価証券    ８０，１００ ８０，１００  

（4）投資有価証券     

  その他有価証券 ５６，１５７ ５６，１５７ ― 

（5）未払金 （ １２１，２２９） （１２１，２２９） ― 

（*）負債に計上されているものについては、（ ）で示している。 



 

2.当期末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した

金額（指標等を用いて調整を行ったものを含む。）である。なお建物等の償却性

資産については適正な帳簿価額をもって時価とみなしている。 

 
１１．関連当事者との取引に関する注記 
 
親会社及び法人主要株主等                               （千円） 

属性 会社等の

名前 

議決権等の

所有（被所

有）割合 

関連当事者と

の関係 

取引の内容 取引金額 期末残高 

科目 金額 

法人主

要株主

等 

新潟県 被所有 

38.8％ 

役員の兼任 賃貸料の受入 221   － 

賃借料の支払 165,843 未払金  62,285 

㈱ﾘﾝｺｰｺｰ

ﾎﾟﾚｰｼｮﾝ 

被所有 

12.0％ 

役員の兼任 

従業員の派遣 

賃貸料等の受入 461,095 売掛金 39,488 

前受金 1,909 

修繕費・委託料等の

支払 

170,538 

 

未払金 25,443 

（注）取引金額には、消費税等は含まれておりません。 

 
１２．１株当り情報に関する注記 
   １株当りの純資産額   ４６，０５１円１５銭    

１株当りの当期純利益   １，０７８円４５銭 
  

１３．資産除去債務に関する注記 
   当社は、新潟東港コンテナターミナルに修理棟を有しておりその建物の解体義務を

有しており、それに対応した資産除去債務を計上している。資産除去債務の見積り

にあたり、使用見込期間は取得から３１年間、割引率は２．０％を採用している。 
   当事業年度における資産除去債務の残高の推移は、次のとおりである。 

（単位；千円） 
 金  額 
期首残高 ３，５００ 
時の経過による調整額 ７０ 
期末残高 ３，５７０ 

 
また、当社は新潟東港コンテナターミナルに定温倉庫を有しておりその建物の解体

義務を有しておりますが、当該債務に関連する賃借資産の使用期間が明確でなく、

将来移転する予定もないことから、資産除去債務を合理的に見積ることができな

い。 そのため、当該債務に見合う資産除去債務を計上していない。 
 
 

－１４－ 



１４．退職給付に関する注記 
   該当はない。 
 
 
１５．記載金額は単位未満を切り捨てて表示している。 
 


